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ロ
ナ
危
機
は
、
我
々
の
社
会

・
経
済
活
動
に
甚
大
な
影
響

を
及
ぼ
し
て
い
る
が
、
財
政

再
建
の
目
標
に
も
影
響
が
出
始
め
て
い

る
。
例
え
ば
、
内
閣
府
は
先
般
、
経
済

財
政
諮
問
会
議
で
「
中
長
期
の
経
済
財

政
に
関
す
る
試
算
」（
以
下
「
試
算
」）

を
公
表
し
た
。
試
算
に
は
、
２
０
２
９

年
度
の
名
目
Ｇ
Ｄ
Ｐ
成
長
率
を
約
３
％

と
見
込
む
「
成
長
実
現
ケ
ー
ス
」
と
、

成
長
率
を
約
１
％
と
見
込
む
「
ベ
ー
ス

ラ
イ
ン
ケ
ー
ス
」
が
あ
る
。

　
政
府
は
、
国
と
地
方
を
合
わ
せ
た
基

礎
的
財
政
収
支
（
Ｐ
Ｂ
）
を
25
年
度
に

黒
字
化
す
る
目
標
を
掲
げ
る
が
、
試
算

に
よ
る
と
、
高
成
長
を
前
提
と
す
る
成

長
実
現
ケ
ー
ス
で
も
、
Ｐ
Ｂ
黒
字
化
は

29
年
度
と
な
り
、
前
回
の
中
長
期
試
算

か
ら
２
年
遅
れ
る
こ
と
に
な
る
。

　
低
成
長
の
ベ
ー
ス
ラ
イ
ン
ケ
ー
ス
で

は
、
29
年
度
の
Ｐ
Ｂ
赤
字
は
約
10
兆
円

だ
が
、
現
実
は
も
っ
と
厳
し
い
か
も
し

れ
な
い
。
理
由
は
、
19
年
度
に
お
い
て
、

成
長
率
に
最
も
大
き
な
影
響
を
及
ぼ
す

「
全
要
素
生
産
性
」（
Ｔ
Ｆ
Ｐ
）
の
伸
び

は
０
・
４
％
し
か
な
い
が
、
ど
ち
ら
の

ケ
ー
ス
も
Ｔ
Ｆ
Ｐ
が
上
昇
す
る
前
提
で

の
試
算
と
な
っ
て
い
る
た
め
で
あ
る
。

成
長
実
現
ケ
ー
ス
で
は
、
Ｔ
Ｆ
Ｐ
上
昇

率
は
足
元
の
０
・
４
％
か
ら
25
年
度
ま

で
の
５
年
間
で
１
・
３
％
に
上
昇
す
る

一
方
、
ベ
ー
ス
ラ
イ
ン
ケ
ー
ス
で
も
、

Ｔ
Ｆ
Ｐ
上
昇
率
は
将
来
に
わ
た
っ
て
０

・
７
％
程
度
で
推
移
す
る
前
提
だ
。

　
で
は
、
１
９
８
１
年
度
か
ら
２
０
１

９
年
度
に
お
け
る
Ｔ
Ｆ
Ｐ
上
昇
率
に
関

す
る
内
閣
府
デ
ー
タ
か
ら
ヒ
ス
ト
グ
ラ

ム
（
度
数
分
布
）
を
作
成
し
、
Ｔ
Ｆ
Ｐ

上
昇
率
が
１
・
３
％
以
上
と
な
る
割
合

を
計
算
す
る
と
ど
う
な
る
か
。
そ
の
割

合
は
30
・
８
％
と
な
り
、
Ｔ
Ｆ
Ｐ
上
昇

率
が
25
年
度
か
ら
５
年
連
続
で
１
・
３

％
を
上
回
る
確
率
は
０
・
28
％
に
な
る
。

同
様
に
、
ヒ
ス
ト
グ
ラ
ム
に
お
い
て
Ｔ

Ｆ
Ｐ
上
昇
率
が
０
・
７
％
以
上
の
割
合

は
82
・
１
％
と
な
る
た
め
、
Ｔ
Ｆ
Ｐ
上

昇
率
が
25
年
度
か
ら
５
年
連
続
０
・
７

％
を
上
回
る
確
率
を
試
算
す
る
と
37
・

２
％
に
な
る
。
こ
の
結
果
は
、
過
去
の

Ｔ
Ｆ
Ｐ
分
布
を
前
提
に
す
る
場
合
、
Ｔ

Ｆ
Ｐ
上
昇
率
を
引
き
上
げ
る
シ
ナ
リ
オ

が
い
か
に
難
し
い
か
を
示
す
。

　
人
口
減
少
や
少
子
高
齢
化
の
問
題
は

現
在
も
進
行
し
て
お
り
、
コ
ロ
ナ
危
機

を
乗
り
切
っ
た
後
に
は
よ
り
深
刻
な
形

で
財
政
・
社
会
保
障
の
問
題
に
再
び
直

面
す
る
。
現
実
的
な
シ
ナ
リ
オ
で
試
算

を
行
う
必
要
が
あ
る
は
ず
だ
。

Data

前提とする数字が甘い
財政再建シナリオ
現実に即した試算が必要

数
語

字

る
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出所：内閣府データを基に筆者算出

1981年度から2019年度のTFP上昇率に関
する内閣府データ「ヒストグラム」において、
TFP上昇率が1.3％以上となる割合
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